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特集：静脈血栓塞栓症の予防の現状と今後の課題
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　東日本大震災後の避難所において，ワルファリン
が届いたのは 7～14日が多かったようである（14日
以内に届かなかった避難所もある）．また津波被害
の避難所ではすべて流されて，命からがらで避難し
ていた人が大多数だったので薬手帳やワルファリン
手帳を持っておらず，本人の記憶や顔見知りの看護
師さんの記憶のみで処方されていた．そのため本来
の内服量よりも少なく処方されていたと思われ，3
月 24～27日の避難所で POCT（コアグチェック）によ
る PT-INRを測定したところ半数以上が 1.5未満で
あった（表 1）．
　しかし中には PT-INRが 2.0という人もおり，難し
さを感じた．3月 24日の南三陸町および石巻市の避
難所では食事はまだ 1日 2回で，そのうち 1回は副
食なし，またはお菓子とおにぎりなどであった．野

菜はほとんど配給されていなかったことから通常よ
りもビタミン Kが少ない食事であると考えられた．
したがってワルファリンは通常よりも効きやすい状
況であったと考えられたが，実際の測定では PT-INR 
1.4未満が半数以上であった．これは前述したように
少なめに処方されており，それもかなり少なかった
可能性がある．おそらくこれは避難所で出血による
吐血などが起きた場合に困難な状況になるためであ
ろうと考えられた．しかしワルファリンの過少投与
により石巻市において心房細動患者の脳梗塞発症が
報告されている．また逆に震災前と同じ量を飲み続
けて脳出血を発症も報告されている．筆者らが 3月
20日に避難所で検査した大伏在静脈による冠動脈
バイパス術（CABG）が行われていた被災者はワル
ファリン内服を医療班に届けておらず内服していな
かった．CABG既往は本人の申告ではなく下肢静脈
エコー検査を行った際に下腿に大伏在静脈採取の跡
があり，さらに胸部正中切開の手術創があったこと
からわかった．医療班にすぐに知らせたが，翌週再
度行ったときに聞いた話では急変して病院搬送され
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要約：東日本大震災ではワルファリンが届くのが 1週間後になった避難所も
あった．今後の首都直下地震，東南海地震では薬剤が避難所に届くのがもっ
と遅れる可能性もある．また通常の避難所診療所では PT-INR測定は困難で
ありワルファリンのコントロールは不可能である．そこで大規模災害が予測
される地域ではワルファリンをできるだけ DOACに変更することが必要で
ある．またワルファリンに変えられない患者も少なくないことから，平時か
ら PT-INRを POCTで測定できるように DMATや災害拠点病院では準備する
こと，PT-INR測定できる POCTがどこにあるかを医療機関で情報共有して
おくことが必要である．さらに災害後にワルファリンが 4日以上届かない場
合にワルファリン服用者に対して DOAC処方するかどうかなどを本学会が
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たとのことであった．大伏在静脈による冠動脈バイ
パス術では術後に静脈グラフトが閉塞しないように
ワルファリンを服用させることがあり，それは CABG
術者の判断や術後造影などで決められていることか
ら安易にワルファリンの中止や抗血小板剤のみへの
変更は危険である．さらに僧帽弁の機械弁置換術後
で震災後に PT-INRを検査したことがない被災者が
おり，機械弁であるにもかかわらず PT-INRが 1.4
であった．これは機械弁の血栓性閉塞の危険性があ
る．すぐに救護班に届けワルファリンを 1 mg増量
してもらった．救護班は採血検査できないのでどう
しようもないとのことであった．通常の災害救護所
や DMATの装備に採血道具は入っていない．輸液は
できても採血できないのである．そのため，被災者
の中には「どうせ採血できないでしょ」と面倒だから
ワルファリン内服を申告していない被災者もいた．
このような状況は災害の多い，また大きな震災が必
ず来るとわかっている日本で看過できることではな
い．ではなぜこのようなことが起きるのか．第一に
避難所に薬が届かないこと，第二に避難所で採血や
PT-INR値が測定できないこと，第三にワルファリン
の使用に慣れた医師が避難所にいないことである．
第一の問題を解決するためには薬の備蓄と薬の迅速
な搬送が必要であり，われわれのみで解決すること
は困難である．第二の問題解決については PT-INR
検査の POCTを DMATおよび避難所に行く救護班
が準備することである．これはすべての DMATや
救護班が準備する必要はなく，どこで検査できるか
を共有すれば POCTの台数は減らせる．第三の問
題解決については日本血栓止血学会や循環器学会な
どによる血栓症治療の専門家で構成する専門チーム

を避難所に派遣することである．この専門チームは
発災後すぐに被災地に入る必要はないが，可能なら
ワルファリンの効果がなくなる発災後 4日以内に入
る必要があると考えられる．さらに第二，第三の問
題については抗凝固療法を普段からワルファリンか
ら新規抗凝固薬にしておくことで，ある程度解決で
きる可能性があるが，僧帽弁狭窄症，人工弁や末梢
バイパス術後，腎不全などではワルファリンが必要
であり抗凝固療法の中で 30％程度はワルファリンが
必要である．一方，人工弁患者に対して避難所でワ
ルファリンが 7日以上来ない場合や，採血ができな
い場合に緊急避難的に Xa阻害薬を使用できないも
のであろうか．Xa阻害薬は心房細動や肺塞栓症の
抗凝固薬としてすでに確立している．すなわち抗凝
固作用は明らかであるので，少なくともワルファリン
を全く内服しない状況よりはよいのではないかと考
えられる．これは広域大規模災害が発生予想される
日本の問題なので，できれば日本で検討して早く結
論づけるべきである．第二の問題については現時点
で PT-INRを POCTで測定できる装置がどこにあっ
て，そこに行けば検査できるような体制を構築して
おくことで解決できる可能性がある．日本で最も普
及している PT-INRの POCT測定装置はコアグチェッ
ク（販売は積水メディカル（株）（東京），試薬はロ
シュ・ダイアグノスティックス（株）（東京））である．
これらが全国で 3,000台以上が稼働している．しか
し普及している場所に地方差があり，東京・大阪な
ど大都市で人口比の台数が少ない．あらかじめどこ
の病院にコアグチェックがあるか確認しておき，ま
た試薬についてメーカーとあらかじめ防災協定を締
結しておく必要がある．なぜなら災害後に使用した

表 1　2011年 3月 24～27日の避難所における PT-INR測定結果

疾患 PT-INR 対応
79歳女性 AF 1.3 ワルファリンを 2 mgから 2.5 mgに増量指示
76歳女性 狭心症，AF 1.4 ワルファリンを 2 mgから 2.5 mgに増量指示
69歳男性 PAD，人工血管バイパス 1.7 ワルファリン 3 mgのまま
75歳女性 AF 1.1 ワルファリン 3.5 mgのまま（内服再開 2日目のため）
68歳女性 AF 1.0 ワルファリンを 1 mgから 1.5 mgに増量指示
59歳男性 AF 2.0 ワルファリン 3 mgのまま
64歳女性 AF，僧帽弁機械弁置換術後 1.4 ワルファリンを 2 mgから 3 mgに増量指示
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公的に必要な物資費用は災害救助法により激甚災害
指定されれば市町村が都道府県を通じて国に申請す
れば 90％が償還される仕組みがあり，平時に都道
府県や市町村とメーカーが防災協定を締結しておく
必要があるからである（法律で決まっていることで
はないが慣例となっている）．またできれば中央防
災基本計画の中に文言が入っていることが好まし
い．実は中央防災基本計画の中に医療物資について
はほとんど書かれていない（災害時の医療物資支援
に関しては日本赤十字社法があるからかもしれな
い）．また災害救助法は昭和 20年代に制定されてお
り，当時は POCTなど存在していなかったのだから
当然である．以前から言われていることであるが災
害救助法を現代に合わせて抜本的に改正する必要が
ある．なお被災地での指尖採血については，水害や
津波の被災地では瓦礫の木屑や釘などで破傷風の危
険性があるため国際的に禁止が勧告されている．た
だし指以外の場所で行うことなどすればよいかもし
れないが，これについてもあらかじめ検討しておく
必要があろう．以上のように東日本大震災のような
大規模広域災害後の避難所における抗凝固療法につ
いての問題は山積しているが，東南海連動地震・津
波災害などの広域大規模災害が高い確率で予測され
ているのであるから早急に解決しておく必要がある．
災害が起きてから考えればよいというのは間違いで
ある．東日本大震災を経てもなお日本国民は大規模
広域災害に対しても「何とかなる」という根拠のない
安心感を持っており，医療も同じである．熊本地震
後の避難所の様子，九州北部豪雨災害後の物資輸送
状況などをみると，全く安心はできない．また災害
医療は急性期だけでなく，数日後の亜急性期から数
年にわたる長期の医療環境変化に対応するのも災害
医療である．避難所で血栓性疾患予防には日本血栓
止血学会も積極的に携わる必要があり，まずは災害
後避難所における抗凝固療法についてのガイドラ
インを作成し，医療機関や政府に準備をするように
勧告すべきである．一方，災害による環境影響は常
に変化し予測できないことが常に起こることから画
一的な対応は困難である．また減災するためには災
害における対応はエビデンスが十分でなくても想定
される悪影響の対策は考えられることはすべて一挙
投入して行うことが重要である．たとえば現在何兆

円もかけて三陸沿岸に造成中の防潮堤の高さについ
ては十分なエビデンスに基づいたものではない．田
老町にあった当時は世界最高といわれていた防潮堤
が東日本大震災では軽々と越えられたことから，現
在造成中の防潮堤も将来の津波を完全に防げるもの
ではない．それでも津波が押し寄せる時間稼ぎには
なる可能性があることから，田老町の防潮堤よりも
高いものを建設しているのである．これを医療にあ
てはめることには無理があろうが，現実的に Xa阻
害薬の人工弁に対する有効性治験が行えないのであ
れば，抗凝固療法が人工弁に必要であるということ
から，抗凝固療法としての効果が実証されている薬
剤を災害後は緊急避難的にワルファリン供給と PT-
INR測定が可能になるまでの期間に限定して投与す
ることを検討しておくことは日本において必要であ
ると考えられる．これは日本特有の事情であって，
世界共通の問題ではないことからこれまで欧米依存
している薬剤治験は全く期待できない．さらに阪神
大震災，新潟県中越地震，新潟県中越沖地震，東日
本大震災，熊本地震，そして最近の島根県の地震な
どは貞観地震前後の地震発生の時系列とそっくりで
あり，貞観地震のあとには東南海地震や富士山噴火
など大規模災害が起きている．今や日本列島は地震
活動期に入っており，東南海地震や富士山噴火がい
つ起きてもおかしくない時期にある．さらに言えば
1000年以上前から東京周辺で周期的に起きている大
地震も発生する周期にも入っており首都直下地震も
近い将来必ず起きる．したがって欧米のエビデンス
を待っている時間はない．一方，ワルファリンしか
使用できない患者も多くいることから，災害医療と
してコアグチェックなど PT-INR測定の POCT備蓄
と試薬の災害時供給体制（試薬は 1年間しかもたな
い）を企業の無償提供に頼るのではなく災害救助法
に基づいた費用償還に基づいて防災協定で構築する
必要がある．そのためにも日本血栓止血学会で災害
時の抗凝固療法ガイドラインまたは指針を作る必要
がある．
　最後に新規抗凝固薬の調達であるが，熊本地震後
にあるメーカーから被災地支援のための新規抗凝固
薬の提供を受けることが可能になった．しかしその
メーカーは被災地の病院に直接送らないといけない
規則があるということで，外部から支援に入る医療
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班には薬を渡せないという．被災地の病院は震災急
性期（1週間以内）には外来に来る被災患者の対応で
手一杯であり，避難所に出かけることは不可能であ
る．また被災地の病院は多数の支援物資の受け入れ
で混乱しており，そこに送付できたとしても外部の
医療班に手渡すことは無理がある．こうした現実か
ら抗凝固薬メーカーや PT-INR測定装置および試薬
メーカーは災害時に外部から支援する医療班に提供
できるようにすべきで，そのこともガイドラインま
たは指針に明記しておく必要がある．こうした取り
決めを作るのは平時であり，平時では学会などで

作ったガイドラインまた指針などがないとメーカー
と取り決めをすることは難しい．大規模広域災害で
あればあるほど外部からの薬や検査装置の搬入が必
要になることは明らかである．しかしこのことが現
行の多くのメーカーの内規では，できないこともわ
れわれは知っておく必要がある．
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